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元道警釧路方面本部長が道警情報開示請求訴訟で証言

「適正執行」・「不適正執行」の区分はナンセンス

　平成２１年３月１０日　午後１時４５分から札幌地方裁判所民事第２部５号法廷で、

公文書一部非開示決定処分取消請求事件の口頭弁論が開かれた。

　この事件は平成１９年９月４日、札幌市の市川守弘弁護士が北海道警察本部長

を相手取って、道警生活安全部銃器対策課（以下「銃対課」）の捜査費等の会計書

類の情報開示請求について、道警本部長が銃対課の捜査員や捜査協力者の氏名

等を一部非開示処分にしたことに対して、その取消しを求めて提起したものである。

　この訴訟は、単に公文書の開示・非開示の問題に止まらず、道警の予算執行調

査委委員会の調査結果自体の信憑性も揺るがしかねないことやヤミに葬られた銃

対課の数々の違法捜査が再び明るみにでる可能性も秘めている。

　この日の口頭弁論には、平成１６年２月、道警で長年にわたり続けられていた裏

金システムを告発した元道警釧路方面本部長原田宏二（「市民の目フォーラム北

海道」代表）が証言台に立った（文中敬称略）。

　道警の裏金疑惑は、平成１５年１１月に道警旭川中央警察署の裏金疑惑報道に

端を発して発覚、当初、芦刈勝治道警本部長（当時）は、事実無根と裏金づくりを

完全否定したが、元道警釧路方面本部長原田宏二や元弟子屈警察署次長齋藤邦

雄の告発等を受けて、道警は急遽予算執行調査委員会を立ち上げ、平成１０年度

から１５年度までの道費（捜査用報償費、旅費、交際費、食糧費）と国費（旅費、捜

査費）について内部調査をせざるを得ない事態に追い込まれた。

　道警は平成１６年１１月、その調査結果を公表、それによると約１６８億円の予算

執行額のうち約１０億９，６００万円が裏金となっていたことを明らかにした。

　しかし、私的流用は把握されなかったとし、さらに裏金づくりは、道警本部及び方

面本部が裏金づくりを容認、またはそれを指示し、もしくは指導したことはなかった

とした。

　北海道監査委員の確認監査の結果では、平成１２年度から平成１４年度の捜査

用報償費と旅費について、執行した事実のないもの、執行の事実が確認できな

かったものが、多数あったと指摘されている。

　銃対課に関しては、平成１４年７月、元銃対課係長だった稲葉圭昭が覚せい剤の

使用等の疑いで逮捕されたが、その公判において捜査協力者に銃対課から捜査

費等を受け取ったことはなく、そのほとんどは自腹を切って負担していたと供述した

ほか、数々の違法捜査が行われていたと証言した。

　その背景には、捜査協力者の運用や捜査費の裏金への流用などの組織的な問

題があったと指摘されている。



「適正執行」があるから「不適正執行」も開示できない？

　市川弁護士は、平成１７年４月１８日、北海道警察本部長に対して銃対課の平成

１２年４月から同１４年６月までに作成した「一切の会計書類」について、情報開示

請求をしたが、北海道警察本部長は一部非開示の決定をした。

　道警側は、非開示の理由として、開示することによって犯罪捜査等の秘匿を要す

る警察活動に支障が生ずるおそれがあるなどと主張した。

　その前提として、開示請求された会計書類には「適正執行分」と「不適正執行分」

が混在していて、「不適正執行分」を開示すると、「適正執行分」の内容も明らかに

なるのですべて開示できないとする。

　ここで道警のいう「適正執行分」とは、公文書の作成手続きにおいて適法に作成

され、かつ予算執行において適法に支出されたものを指し、「不適正執行分」とは、

違法に作成され、違法な予算執行手続きで予算執行した、つまり裏金になった予

算という意味だ。

　そして、その区分は道警の予算執行調査委員会の調査結果と北海道監査委員

による確認監査による区分だと主張する。

　市川弁護士は、道警が主張するような「適正執行分」と「不適正執行分」とに峻別

できるものではなく、一部非開示の決定は、この不明確な区分を前提に、条例にい

う「非開示事由」の有無を判断しているもので、その判断自体がすでに条例の非開

示事由の適法な判断ではないとし、このように作成された虚偽記載の公文書は、

すべて開示の対象になるべきであって、本件決定における対象公文書全てが無条

件に公開されなければならないと主張する。

市川弁護士が原田宏二を証人申請

　原告市川弁護士は、平成２０年１１月　札幌地裁民事第 2部に意見書を提出し、

本件訴訟の争点の中心は、第 1に、被告のいうように「適正執行書類と不適正執

行書類」との区別が可能かどうか、第 2に、そもそも本件公文書は全て虚偽内容が

記載され、公文書として保護する実益があるのか、第 3に、警察官の氏名、印影の

開示は、捜査活動に支障があるのか、当該警察官が危険に晒されるのか、である。

第 1及び第 2の点は、本件開示請求に係る文書が、本来の捜査の為に作成され

ていたのか、それともいわゆる裏金捻出の為に作成されていたのか否かの問題で

あるとしたうえで、元道警釧路方面本部長原田宏二を証人とするよう申請をした。

　市川弁護士は、意見書のなかで原田の証人適格性として次のように説明してい

る。

　証人原田宏二は、捜査畑を歩みつつ、釧路方面本部長まで務めた人物であり、

長年にわたり会計検査院の検査をごまかしたり、裏金を実際に使ってきた人物で

ある。

　本件は、長年の道警におけるこのような裏金づくりの一環として、たまたま銃器対

策課における平成 12年 4月から 13年 6月までの会計書類の開示請求をしている

ものであり、道警自体で行われていた裏金つくり、そのための会計書類の作成は、

本件でも全く当てはまるものである。



　また、証人原田は道警防犯部長時代、その下に銃器対策室（銃器対策課の前

身）が設置され、捜査協力者の取り扱い等について、その基礎をつくった人物であ

る。

　同人は、捜査協力者が会計書類に登場することは、捜査協力者の保護上ありえ

ない事態と認識している。

　この点からも本件会計文書が全くの虚偽文書であり、保護の必要性のないことを

立証することができる。

　また、証人は、捜査部門にも所属し、捜査を行ってきたものであるが、氏名、顔が

公表されることと捜査の支障との関係でも、まさに当事者として証言を求めることが

できる。

　これに対して被告道警側は、以下のような理由を挙げ、本件証拠申出を却下され

るよう求めた（被告意見書から抜粋）。

（1）

ア　本件訴外人らの取調べを求める立証の趣旨は，①適正執行書類と不適正執

行書類との区別が可能かどうか，②本件公文書の全てが内容虚偽であり，公文書

として保護される実益があるのか，③警察官の氏名や印影が開示されることにより，

捜査活動に支障をきたすのか，当該警察官が危険に晒されるのか，の 3点である

と解されるが（原告の平成 20年 11月 10日付意見書），③については，開示により

捜査活動に支障をきたし警察官らが危険に晒されることは公知あるいは顕著な事

実であるから、この点を解明する必要はない。

イ　また，本訴の争点は，本件処分時において対象公文書に記載されている情報

が本件条例に定められた非開示事由に該当したか否かである以上①の「適正執

行書類と不適正執行書類との区別が可能かどうか」，②の「本件公文書の全てが

内容虚偽であるか」に，ついても解明される必要はない。百歩譲って，これらの点を

明らかにする必要があったとしても，本件対象公文書のうち．捜査費（報償費）関係

書頼及び旅費関係書類は，北海道警察予算執行調査委員会の特別調査及び北

海道監査委員会の確認的監査の対象とされたほか，会計検査院の検査や警察庁

による会計監査も実施され，不適正執行分は平成 12年度分の捜査用報償費及び

捜査費（ただし，5件分が適正執行である。）であり，旅費関係書類は適正執行で

あったとの調査結果が報告されている。さらに，報償費（講師謝金）関係，使用料及

び賃借料関係　委託料関係の各書類については，北海道出納局による検査．北海

道監査委員による監査も行なわれ，不適正執行は見られず．不適正執行を疑わせ

るような事実も確認されていない（被告の第 1準備書面 5頁）。したがって，更にこ

れ以上この点を解明する必要はないのである。

（2）

ア

（ア）省略

（イ）　訴外原田や同斎藤については，いずれも北海道警察の元警察官であるとこ



ろ，訴外原田は平成 7年に訴外賓藤は平成 13年に，夫々退職している。したがっ

て，本件対象公文書に係る職務や．これらの書煩の作成には，直接的にも間接的

にも．一切関与していない（したがって，本件対象公文書に関する同訴外人らの供

述の内容は，憶測の域を出るものではない。）。しかも，本件対象公文書の内容の

真偽は争点ではない以上訴外稲葉の場合と同様に，この点を解明するために，こ

れらの者を取り調べる必要はまったくないのである。

イ　　しかるに，原告は，証拠調べの必要性との関連において，「長年の道警にお

ける裏金つくり，そのための会計書類作成」を解明することが必要である，と指摘

する（上記意見書の 1頁末尾から 4行目以下）。また，前記の証拠申出書中の尋

問事項中にも，同様の記載が散見される。けれども．前述したように，この点を解

明することが本訴請求の当否を判断するうえで必要であるとは，到底解せられない。

また．本件訴外人らが自身で作成したとされる既出の証拠（甲8の 1．9－訴外原

田の陳述書甲8の 2の一同訴外人の証人調書，甲 14－訴外斎藤の陳述書，甲

19－訴外稲葉の供述調書）中には，不適正経理の手法や銃器捜査の具体的な内

容が．詳細かつ実に具体的に記述されている。

　さらに．訴外原田は，犯罪捜査報償費に関する入手可能な様々な文献が存在す

ると指摘している（甲8の 1の 1頁）。のみならず，原告は仙台地裁判決書の正本

を謄写できるのだから（甲22）．北海道警察の報償費と不正支出との関連性を示す

ものとしてそこに言及されている訴外原田の尋問調書や陳述書他の証拠（同51頁，

58貢等を参照。）を本訴に提出することも，可能であろう。したがって，原告が上記

の点を解明し立証しようとするのであれば，本件訴外人らをあえて取り調べなくても，

準備書面において上記の書証等を引用し，あるいは新たな書証を提出したうえで

主張を展開すれば必要にして十分であり，これに加えて，本件訴外人らをあえて法

廷の場で証言させる必要は全くない。

（3）

ア　ところで，仮に本件訴外人らの尋問が実施されたとしても，その質疑応答の内

容は，これらの書証に記載されたことの反復に過ぎないであろう。なぜならば，既

出のいずれの書証も，膨大な枚数を費やして．これ以上説明の必要がないといえ

る程に，不適正経理や銃器捜査の内容が詳述されているからである。

　したがって，尋問が実施されれば，本訴の争点と直接関連しない不適正経理問

題や銃器捜査に関する事項が，緯々供述される可能性が高い。

　例えば，訴外原田が作成した甲9の陳述書には．「平成の刀狩りの実態」（5頁），

「小樽事件」（6貢），「首なしけん銃」（7頁）といったような本訴の争点とは明らかに

関連しない問題が，詳細に論じられている。そこで原告は，この点について本件訴

外人らに証言するよう求めるであろう（原告の証拠申出書の 2頁「7」及び 4頁「8」

を参照。）。

イ　被告は上記の「小樽事件」，すなわち，平成 9年 11月に小樽市において実施さ

れた訴外稲葉が関与したとされる銃器事犯捜査について．それが違法であるとし

て損害の賠償を求める民事訴訟（貴庁平成 17年（ワ）第 1230号損害賠償請求事



件，以下「別件訴訟」という。）の被告でもあるが，同訴訟においては訴外稲葉の取

調べを実施すべきかの点が，争われる見込みである。他方，本件訴訟は，奇しくも

別件訴訟が係属している最中に提訴され，同一人物である訴外稲葉に対する証拠

調べが申し立てられている。けれども，上述したように，同訴外人は，本件処分と

は何らの関連性も有さない人物であるために，何故原告がこのような者の取調べ

を求めるのか理解に苦しむ。しかも，同時に証人として申請された訴外原田もまた，

本件処分には全く関与していない者である。そのような者が，本訴の請求原因事

実とは一見して明らかに関連のない「小樽事件」を含む道警の銃器対策全般に関

する問題を，本訴の書証である陳述書（甲9）の中で緩々指摘しているのは．一見

して不可解であるという他ない。

ウ　以上の点に鑑みるならば，本訴において原告が訴外稲葉や訴外原田の取調

べを求める真の目的は，別件訴訟において問題となる可能性がある。事実，具体

的には，道警の銃器対策の捜査に関する問題を，別訴である本件訴訟で予め明ら

かにすることで，別件訴訟を有利に展開させるとともに，同訴訟との相乗効果を利

用してかかる問題を社会に周知させることにある，と解するより他ないであろう。

（4）このように．原告が本件訴外人らの取調べを求める真の目的は，北海道警察

の過去における不適正な会計処理や，銃器捜査に代表される機密性の高い捜査

の手法．訴外原田が違法であると再三にわたり指摘する銃器捜査の内容，さらに

は，捜査協力者と捜査担当者らとの関係等を，公開の場で本件訴外人らに証言さ

せて暴露することにある，と結諭せざるを得ない。

　換言すれば，司法作用に乗じて具体的な争点とは直接関係のない問題を公の場

に晒すことで，被告を徒に非難し糾弾するというのが，その動機であるというべきで

ある。かような目的で証人が取り調べられることは，具体的な紛争を解決するとい

う司法の役割を超えるものであり，断じて許容されてはならない。

　道警側は、原田の証人申請を却下するべき理由に本件訴訟と「別件訴訟」を関連

づけたり、再び道警の裏金問題や銃対課の違法捜査を暴露することによって、道

警を非難し糾弾することが動機だと決め付けている。

　こうした主張は、道警がいかにヤミに葬った銃対課の違法捜査問題が再燃するこ

とを恐れているか、道警の予算執行調査委員会の内部調査結果がいかに欺瞞に

満ちたものであったか、を物語っていると言えるのではないか。

原田証人の陳述と尋問内容

　原田証人が、あらかじめ裁判所に提出した陳述書はＰＤＦで添付したので参照し

て頂きたい。

　最初に原告の市川弁護士の主尋問から始まった。

　約４０分間にわたって、本件訴訟と原田証人との関係、会計検査院対策の具体

的内容、「適正執行」と「不適正執行」とが混在することについての見解、会計書類

に捜査協力者が登場する可能性、警察官の氏名等を公表することによる危険性等

http://www.geocities.jp/shimin_me/21.3.12.pdf


について尋問した。

　被告代理人齋藤弁護士の反対尋問は、原田証人の裏金づくりへの具体的な関

与内容、過去の陳述内容と本件陳述書の陳述内容の相違点、銃対課の会計書類

についての見解、警察官が氏名等を公表することによる危険性、道警の裏金返還

に応じなかった事実などについて尋問した。

　尋問が終わって、傍聴人からは被告代理人の尋問内容に「重箱の隅をつつくよう

な質問だった」とか、原田証人の裏金返還に関する質問にも「汚い質問だ。道警が

金を返せばいいんだろうと言わんばかりに幕引きしたときのことを思い出した」とい

う声も聞かれた。

　このことについては、原田も証言後支援者に「道や国には返還しなかったけれど

も、私なりのやり方で償いましたし、それは今でも続けています。道警と同じレベル

でやり取りするつもりはありません」と笑って語っていた。

　なお、主尋問及び反対尋問の内容については、尋問調書が出来次第明らかにす

る。

　次回、公判期日は４月２１日午後２時からと決まった。



２１．５．１０（日）　道警銃対課情報開示請求訴訟第８回口頭弁論

　　　　　　　　　　　　○元道警弟子屈署次長斎藤邦雄氏の証人決定

　　　　　　　　　　　　○元道警釧路方面本部長の反論

　平成２１年３月１０日に札幌地裁で開かれた第７回口頭弁論では、道警の裏金シ

ステムを告発した元道警釧路方面本部長原田宏二（「市民の目フォーラム北海道」

代表）が証言台に立った。

　その後、原告の市川弁護士が請求していた元道警弟子屈署次長斎藤邦雄氏の

証人採用が４月２１日の第８回口頭弁論で決まった。

　齋藤氏の証人尋問は、６月２３日午後２時から行われる。

　また、この日の口頭弁論で、裁判長が「稲葉さんからは話しを聞きたい」と述べ、

市川弁護士が請求していた元道警銃対課稲葉圭昭警部の証人採用もほぼ決まっ

た。

　斎藤邦雄氏は、元道警釧路方面本部長原田宏二に続いて、平成１６年３月１日、

弟子屈署の裏金問題で市川弁護士とともに住民監査請求するなど道警の裏金疑

惑追及の先頭に立ってきた人物だ。

　斎藤氏は、心ならずも、道警在職中ニセ領収書や虚偽の会計書類の作成など裏

金づくりを体験し、退職時には弟子屈署の次長として裏金の管理に従事していた。

　斎藤氏は実際の裏金づくりの仕組みでは、裏金づくりを「適正執行」と「不適正執

行」に区分することは不可能だと主張する。その証言が注目される。

　一方、被告側は、第７回口頭弁論（３月１０日）の元道警釧路方面本部長原田宏

二の証言について、第４準備書面（平成２１年４月１７日）で、「本件対象公文書は、

平成１２年４月から同１４年６月までの銃対課の会計書類であり、証人原田が道警

退職後５年を経過して作成されたものであり、銃器対策課（銃対課）で勤務した経

験もなければ、これらの書類の作成に関与したこともないなどと指摘し、証人　原田

の主張は単なる憶測に過ぎず、失当である」などと主張している。

　それに対して、原田は道警の裏金問題を告発した立場で改めて次のとおり反論し

ている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔被告道警に対する反論〕

　平成１５年１１月に旭川中央署の捜査用報償費の裏金疑惑が発覚した際、当時

の道警本部長等の上層部は「不正経理の事実はない」と否定したが、後日、原田

が告発したとおりの裏金づくりが判明し、道警本部長は謝罪し、道警は約９億６，０

００万円を返還している。

　この事実は、原田の証言が単なる憶測に基づくものではないことを証明するもの

である。

　長年にわたる捜査費と捜査用報償費（捜査費等）を原資とする道警の裏金づくり

は、道警本部会計課、方面本部会計課が一方的に各所属に予算を配分し、会計



担当者が各所属のナンバー２の副署長等に交付し、副署長等が裏帳簿で管理して

いた。

　会計担当者は、配分された予算が適正に執行されたかの如く装うため、現場の

捜査員に指示して、ニセ領収書などの会計書類を作成させ、裏金づくりの事実を隠

蔽するための作業を担当していた。

　稀に、捜査に旅費等の費用が必要になると、副署長等の金庫番が裏金から支出

するというシステムで運営されていた。

　つまり、道警の裏金づくりは、少なくても捜査費等や旅費を原資とする場合には、

全額裏金化、捜査実務との完全分離が基本であり、道警の裏金づくりは、少なくて

も旭川中央署の裏金づくりが発覚した平成１５年１１月末まで続いていた。

　その理由は以下のとおりだ。

１　警察の裏金づくりは全国共通、道警全所属共通だ

　被告道警は、訴外原田が主張する道警銃対課の会計書類が、釧路方面弟子屈

署、北見方面本部警備課あるいは警視庁や福岡県警のケースと同じだとするのは、

単なる憶測にすぎないと主張している。

　しかしながら、以下に述べるように、この訴訟に限らず警察の裏金問題について

は、警察庁の関与、これまで発覚した他の都府県警察を含めた警察組織全体の問

題として捉えることが不可欠であり、さらにその歴史的事実を無視して考えることは

できない。

　本件訴訟は、銃対課の平成１２年４月から平成１４年６月までの会計書類の非開

示処分が問題となっているとはいえ、被告はこの期間の銃対課の裏金づくりの問

題だけに矮小化しようと意図していることは明らかだ。

（１）警察の裏金づくりは道警のほか、熊本県警、警視庁、福岡県警、静岡県警、宮

城県警、高知県警、長崎県警、愛媛県警等、多くの都道府県警察で発覚している

が、このうち、銃対課の捜査費を原資とする裏金づくりは、警視庁、福岡県警で発

覚している。これらは、捜査協力者が作成すべき領収書を偽造するという手口で共

通している。

　一方、会計検査院の実地検査対策、つまり、裏金隠し対策には、警察庁の徹底し

た事前指導が行われていた。この点については、平成１６年４月１４日、内閣委員

会で吉村政府参考人（警察庁長官官房長）が「会計検査院の検査の前に警察庁の

会計当局が赴くというのは、これは当該都道府県警に対して会計検査が実施をさ

れるということがわかりますので、赴いていたということは事実であります。　ただ、

それはいろいろと御批判もありますし、きちんとした形で都道府県警は会計検査に

応ずるのが筋であろうということでもございますので、今年度からそのような事前に

行くということはやめております。」と答弁している。こうした事実は、裏金隠し対策

もまた、警察庁の指導の下に行われていたことを示している。

（２）「ブロック別監査室長等会議」と題するメモ（高知資料）が存在する。監査室と



は、都道府県警察の会計課に置かれる予算執行の監査を担当する部署で、北海

道の場合には、警視級事務官等１０人で構成されていた。ブロック会議とは警察庁

が主催して、四国ブロック、九州ブロック等、管区警察局ごとに開く会議である。会

議には都道府県警察の幹部が参加していたもとみられ、その会議での警察庁の指

示をメモしたものだ。そのメモの中で、会計課長挨拶（警察庁長官官房会計課企画

官）の説明として「不正経理、捜査費、活動旅費の不適正執行が明るみに出たら組

織として相当なダメージとなる」と説明、「いまの捜査費の仕組みを根本的に見直し

ていただく」と指示している。さらに、警察庁の理事官が「捜査費の執行見直しにつ

いて」と題して、旧態依然とした考えでは情報公開に対応できない・・・」と述べてい

る。この記述は、捜査費を原資とする裏金づくりが全国共通の問題であったことを

示している。

　この会議は、平成１２年７月３０日以降に開かれたと思われ、この会議の出席者

が作成したものであり、平成１３年度から導入された「捜査諸雑費制度」を指す記

述があるなど、全国警察の捜査費執行の実態を示しており、信憑性は極めて高い。

（３）道警の裏金隠しは、警察庁の指導の下で道警本部と方面本部の会計課の主

導で行われていた。会計検査院の実地検査の日程が決まると、全道署長会議等

で総務部長から全所属長に対して準備をするように指示されていた。その後、会計

課の監査担当者による会計書類の一斉点検、訂正指示などが集中的に繰り返し

行われていた。道警の裏金づくり、隠しもまた検査対象の全所属を対象として組織

的に行われていた。そうした裏金隠し対策は、前述の内閣委員会で吉村政府参考

人（警察庁長官官房長）の答弁にあるように平成１５年度まで続き、道警も例外で

はなく銃対課だけが例外であることはあり得ない。

　なお、原田の「なかには実在する事件も使っていた」とする陳述書の記述は、原

田が、会計担当者が作成した架空支出の会計書類に記載されている事件名に基

づき、実際の捜査とは異なる捜査員名で、実在しない捜査協力者、実際には行わ

れていない捜査をでっち上げたという意味であり、新聞記事は会計検査院の検査

員に示して、会計書類の信憑性を示すための道具に使うという意味であり、捜査費

等を適正手続きで執行していたという意味ではない。

２　道警の裏金づくりの手口は銃対課も同じだ

　 被告道警は、訴外原田の証言について、原田は公文書が作成された時期には

既に退職していて、過去に銃対課に勤務した経験もないから、原田の証言は憶測

に基づく主張で、信用できないと主張している。この主張もまた、道警の裏金づくり

が、長年にわたり全ての所属で共通する手口で行われていたという実態を無視し

た主張である。

（１）銃対課のけん銃の摘発捜査は、警察庁が都道府県警察に銃対課を設置する

よう指示するなど、その強い指導の下に全国的に展開されていた。警察庁はけん



銃摘発に必要な予算額については明らかにしていないが、警察法施行令第２条に

「銃砲等危険物に関する重要な犯罪」は国庫が支弁する、とあることから、銃対課

のけん銃摘発に必要とされる捜査費の多くは国費の捜査費が当てられていたとみ

るのが相当である。

（２）平成１６年３月１日付けの北海道新聞は、同課の元幹部の話として「銃対課が

平成９年度から同１３年度の５年間で、総額約３，５００万円の大半を捜査員に渡さ

ず、裏金にしていた」、さらに、同課に在籍していた現職警察官の話として「協力者

に渡す謝礼の大半は自腹だった」と明言したと伝えている。

（３）長く道警銃対課でけん銃摘発に従事した稲葉元警部が覚せい剤の使用の疑

いで逮捕されたのは、平成１４年７月のことであるが、彼は「銃対課は協力者の維

持に必要なカネは出さなかった」と語っている。彼は、その裁判のなかで銃対課の

数々の違法捜査も暴露している。（原田宏二著「警察内部告発者」講談社）

（４）けん銃摘発に伴う違法捜査は、全国で数多く明るみに出ている。警察庁による

と、けん銃摘発の捜査に伴う違法行為で警察官が検察庁に送致された事件は、平

成７年に愛媛県警１件、島根県警で１件、群馬県警で１件及び長崎県警で１件、平

成８年に警視庁で１件、平成９年に北海道警察で１件、平成１３年に大阪府警でと

愛知県警で１件、平成１４年に奈良県警で１件となっている。（質問主意書に対する

答弁書、平成１９年１０月５日）

　ここで指摘されている道警の違法捜査は、銃対課が平成９年１１月のおとり捜査

でロシア人船員をけん銃の不法所持で逮捕、事件の協力者を秘匿するため裁判で

は銃対課の捜査員が偽証した事件を指していると思われるが、この事件は現在、

逮捕されたロシア人が違法なおとり捜査だとし、ロシア人男性を原告とする国賠訴

訟が行われている。

　このほかにも稲葉元警部は、その裁判等で、銃対課が平成１２年４月ころ、けん

銃の摘発のため１３０キロの覚せい剤の密輸を見逃したり、摘発したけん銃摘発の

多くがいわゆる「首なしけん銃」であったこと等、数々の違法捜査を暴露している。

（５）銃対課の捜査費予算は、平成９年度１，０４７万円、平成１０年度６７７万円、平

成１１年度７７０万円、平成１２年度６４０万円、平成１３年度３７４万円となっている。

（平成１６年３月１日　北海道新聞）

道警のけん銃摘発数をみると、平成１０年３４丁、同１１年３９丁、同１２年３２丁、同

１３年５７丁、同１４年１２丁、同１５年２３丁となっている。（主要都道府県別けん銃

押収数　平成１６年５月１１日　福岡県議会警察委員会資料）

　道警のけん銃摘発の実績と捜査費予算との間にどんな関係があるのか。

　道警のけん銃摘発数の実績は、稲葉元警部が逮捕された平成１４年のけん銃摘

発数が極端に減っている。道警のけん銃摘発数の大半が銃対課によるもので、こ

のなかには「首なしけん銃」の摘発などの違法捜査によるも含まれていることは疑



いがない。

　銃対課の捜査費の支出のなかには、こうした違法捜査に支出した捜査費が含ま

れていると考えられる。こうした支出も「適正支出」に区分されているのか。道警が

銃対課の会計書類を一部非開示にした真の理由は、開示することによってこうした

違法捜査が明るみに出ることを恐れたからだろう。

　被告道警は、捜査費等がこうした違法捜査には支出されていないことを明らかに

すべきであろう。

３　会計書類の「適正支出」と「不適正執行」を区分することはナンセンスだ

　本件訴訟も会計書類を「適正執行」と「不適正執行」に分けることができるのかと

いう点が問題となっている。被告は、こうした分類を正しくないという原田の主張は

失当であるとする。

　「適正執行」と「不適正執行」の区分の根拠は「捜査用報償費等特別調査結果報

告」（平成１６年１１月２２日）とされるが、これらの内部調査は「不適正執行額」のう

ち一部について「次席等の関係職員及び複数の捜査員の説明内容、捜査員の手

控え等から捜査活動に要した経費として執行事実が確認された」とされていること

にみられるように、捜査協力者に捜査費受領の事実を確認したものでもなく、裏帳

簿でその使途を確認したものでもないことは明らかである。従って、道警の内部調

査なるものは極めて信用性の乏しいものと言わざるを得ない。

　 さらに、以下に述べるようにこの道警の内部調査自体が公正なものではなかっ

たことは明らかで、そうした内部調査を前提に行われた道監査委員の確認監査結

果等を根拠に「適正執行」と「不適正執行」を論議すること自体ナンセンスである。

（１）そもそも、公正な立場の第３者が含まれていない予算執行調査委員会の委員

１８人中に「不適正執行」が判明した所属の所属長が１０人も含まれていたことは、

この委員会に公正な調査を期待できないことを示している。それだけではなく、階

級社会の警察現場で「適正執行」となっている会計書類について、現場の警察官

が階級上位の調査委員に直接異を唱えることは、その後の報復人事等を考えると

事実上不可能である。そのことが、道監査委員の特別監査結果では、「不適正執

行額」が道警の内部調査結果の「不適正執行額」が２倍超になったことにも、監査

委員には言えても内部の調査委員には言えないという警察組織の実態が表れて

いる。

（２）道警の内部調査結果を検証する道監査委員の確認監査の結果は、当初平成

１７年３月２４日に道議会に報告されることになっていた。しかし、その直前になり道

警の複数の警察官が、受け取っていない旅費を受領したという虚偽の文書に署名、

押印するように（上司から）求められたと監査委員に報告していた事実が判明した。

（平成１７年３月１７日道新）そのため、監査委員の確認監査結果報告は５月２８日

までずれ込んだ。このことは、道警内部で調査対象になった警察官が真実を述べ

ることが出来なかったことを示しており、道警の内部調査が如何に不公正であった



かを示している。

（３）道監査委員は、道警の内部調査に対する確認監査では、領収書など物証のな

いものは不正とみなすとの方針を決定したが、確認監査結果では「捜査員らの説

明や当時の捜査資料、捜査諸雑費の使用状況等を総合的に考え、『心証』で判断

した」と説明している。（平成１７年５月２８日　道新）しかも、国費を含めて約１０億

円の「不適正執行額」のうち約３億９，０００万円を「使途不明金」と認定し、幹部の

私的流用も確認できなかったとしている。こうしたことから、道警の内部調査結果を

検証した道監査委員の確認監査結果もまた「適正執行」と「不適正執行」に区分す

ることが正しいとする根拠にはなり得ない。

（４）道警は監査委員の監査に対して捜査費を受け取ったとされている協力者の確

認調査を最後まで認めなかった。こうした制約のもとでの確認監査結果は道警の

裏金疑惑の真相解明にはほど遠い内容であった。会計検査院の実地検査でも支

出先の捜査協力者などに直接確認することは「協力者の身辺に危害が及ぶ恐れ

がある」などとして行われていない。会計検査院は、道警の裏金問題で平成１６年

６月２７日から３日間、道警の内部調査の妥当性を調査したが、平成１６年度の決

算検査報告のなかで、返還額が約４７０万円不足していると指摘しただけで「道警

の調査結果と異なる事実は認められなかった」とした。会計検査院の検査もまた、

道警の内部調査を前提としているうえ会計検査院の検査もいずれも捜査費等が協

力者に渡されているかどうかを確認していない以上、その結果が道警の裏金シス

テムの全貌を解明したものとはとうてい言えない。

（５）被告道警は、監査あるいは検査においても「一部適正」、「一部不適正」と分類

することが不適正である、とは指摘されていないと主張しているが、これまで説明し

たように道警の内部調査は道警の裏金システムの実態を明らかにしたものではな

いことは明らかである。特に、会計課や上層部の関与を否定していること、幹部の

私的流用は確認できなかったとしていること、裏金の使途を記録した裏帳簿でその

使途を確認していないこと、監査委員の確認監査では使途不明金が約３億９，００

０万円にも及んでいることなど、道警の内部調査の結果は極めてその信用性に欠

けることは明らかである。

（６）被告道警は、内部調査結果が道議会に報告され、道議会でも「一部適正」、

「一部不適正」と分類することが不適正である、とは指摘されていないと主張してい

るが、道議会では、圧倒的多数を占める自民党・道民会議と公明党の与党が、野

党が要求した１００条委員会の設置要求を７回にわたって否決していることにみら

れるように、道警の裏金問題の追及には極めて消極的な姿勢をとり続けたことを忘

れてはならない。

４　平成１３年度以降も道警の裏金システムは解消されていない



　道警は、予算執行調査委員会の「「捜査用報償費等特別調査結果報告」（平成１

６年１１月２２日）において、平成１０年度から１２年度までの捜査費等の執行額に

対する裏金率について捜査報償費で 99.1%、捜査費で 62.4%、で、平成１０年から１

２年度までは多くの部署で不適正執行が行われていたが、平成１３年度から１５年

度までは、捜査報償費で 3.9%、捜査費で 3.0%と多くの部署で適正に執行されてい

たと結論づけている。

　道警は、何故平成１３年以降の組織的裏金づくりを否定したのか、予算執行に関

して警察内部で変更されるべき特段の事情があったのかを検討しなければならな

い。

（１）平成１２年７月に、相次ぐ警察上級幹部の不祥事に警察刷新会議が「警察刷

新に関する緊急提言」を示した。その中で「特に警察予算執行については、国民の

根深い不信感が明らかになった」としている。先に触れた高知資料にもあるように

警察庁は予算執行の在り方の見直しを迫られていた。そのため警察庁は平成１３

年度から捜査諸雑費制度を導入するように全国の警察に指示した。しかし、この制

度は一定額（３，０００円）をあらかじめ現場の捜査員に渡し、捜査員が協力者に謝

礼などを渡したときは「支払伝票」に購入した物品等のレシートを添付し報告すると

いうもので、捜査諸雑費以外の一般捜査費の支出については従前と変わらず、捜

査費の予算執行を抜本的に改めた制度ではなかった。

（２）道警北見方面本部警備課の会計検査をめぐる領収書差替え事案は、平成１５

年の会計検査院の実地検査に当たり、平成１４年度の捜査費関係書類に添付する

領収書を差し替えるなどして、事実と異なる支出関係書類を警察庁を介して会計検

査院に提出したものである。これらの隠蔽工作をしたのは、本来は内部監査などで

不適正を正す立場の会計職員だった。（平成１６年３月１７日　毎日新聞）

この事実は、道警の裏金づくりが、平成１４年度以降も全組織共通の手口で行わ

れていたことを示しており、北見方面本部警備課の問題はまさに氷山の一角であ

ることを示している。

（３） 平成１６年１２月２日の道監査委員の特別監査結果報告における代表監査委

員の記者会見で

「捜査諸雑費の手続きが煩雑であり、簡素化を望む」との現場の捜査員から監査

委員に要望があったと説明している。このことは、平成１３年度から導入されたこの

制度が現場の警察官の間では定着していなかったことを示している。

　また、長年にわたり現場の警察官に捜査費等が支給されていなかったこともあっ

て、 捜査費等を使って協力者の謝礼を支払うといった慣習や経験がなく、突然、

「カネを使え」という指示にとまどいがあったことが窺える。

（４）このことは、予算執行調査委員会の「適正且つ効果的な予算執行のための改

善方策（平成１６年１１月２２日）」（改善方策）でその冒頭に「職員の公金に対する



意識改革」を掲げていることからも明らかである。

　改善方策では、警察署長会議等で「適正な予算執行」について、繰り返し指示が

行われているとしている事実は、所属長に公金に関する意識改革がなかったことを

示している。　　

　具体的には、捜査費の額が増えないままでの捜査諸雑費制度の導入は、裏金を

使う側の幹部からすると、自由に使える裏金額の減少につながる。彼らが長年に

わたって得ていたヤミ手当等の裏金特権を容易に手放すはずもない。捜査諸雑費

は必ずしも現場に歓迎される制度ではなく、平成１３年度以降に所属長の意識は

変わっていなかったことは明らかだ。

　さらに言えば、道警の幹部はそれまでの道警本部会計課の内部監査は裏金隠し

に終始していたことや会計検査院の検査や道の監査委員の監査においても捜査

協力者のチエックが行われたこともなく、会計検査等で特段の指摘、改善事項が示

されなかったことを知っていた。平成７年に発覚した道庁の裏金問題でも道警はそ

の追及を逃れた経験もあった。道警幹部には、旭川中央署の裏金問題が発覚する

まで、道警の裏金システムを解消しようとする姿勢はなかったのもそうした体験が

あったからだ。従って、仮に警察庁の指示があったとしても、現場の所属長には危

機感は全くなく、道警では裏金システムを解消しようとする動きは起きなかったのだ。

（５）道警の裏金疑惑を告発した元弟子屈警察署次長の斎藤邦雄氏は、平成１３年

３月３１日に退職している。その翌日から平成１３年度予算の執行が始まる。しかし、

道警本部から捜査諸雑費制度導入に関する通達がきたことを記憶しているが、在

任中に捜査員に対して、その実施についての説明や書類の作り方などについて説

明した記憶はないという。しかも、退職するまで、それまでと同じような裏金づくりを

繰り返していた。道警本部から捜査費の執行に関して抜本的に改めるようにとの

特別な指示はなかったという。このことは、平成１２年度当時、道警内部では裏金

システムの解消に向けた具体的な動きはなかったことを示している。

（６）改善方策では、平成１６年度から「捜査用報償費取扱要領」を制定し、資金前

渡員（副署長等）から直接捜査員に資金交付、本人名義以外の領収書を徴収しな

いなどを挙げている。こうした改革方針は捜査費等の執行に当たっては当然のこと

ばかりであって、目新しいものではない。従って、道警では平成１５年１１月以前に

は、裏金システムの解消に関する取り組みがなかったことを示している。

　しかも、旭川中央署の裏金疑惑が発覚した当初、道警上層部は不正経理の事実

はないと否定したものの、結局は組織的な裏金づくりを不十分ながらも認めざるを

得なくなった。仮に、平成１３年度以降に「不適正執行」がなかったのなら、道警本

部長は「平成１２年度までは不適正な予算執行があったが、平成１３年以降は改善

されている」旨を道議会等で答弁するべきであった。それができなかったのは、道

警では昔ながらの裏金づくりが引き続きおこなわれていたからにほかならない。



（７）高知県監査委員が、平成１８年１２月２２日に発表した監査結果報告書がある。

　高知県監査委員による平成１２年から１６年度までの高知県警察本部と高知警

察署で執行された捜査費についての特別監査の結果である。

　それによると、執行された一般捜査費２，５２１件、約３，５２８万円、捜査諸雑費１

１，２６１件、約１，６１８万円のうち「支出の実態がない」、「支出が不適正」、「支出

が不自然」とされたものが、一般捜査費で全体の４０．９％約１，４４３万円、捜査諸

雑費で全体の２１．６％約３４８万円にのぼった。

　監査委員が指摘した「支出が不適正」と判断した捜査諸雑費の数多くの執行事例

のほんの一部を挙げる。

ア　県外に出張した際、高速道路の帰路のサービスエリアで購入し謝礼品を出張

先で交付し

たことになっている。

イ　追尾のためタクシーを使用したことになっているが、領収書を発行した乗務員

はその時点では既に退職しており当日の乗務記録もない。

ウ　金権ショップで商品券を購入しているが、通常金券ショップで商品券を購入した

ときは千円未満の端数が生じるはずだ。

エ　協力者と接触するため喫茶店を利用したことになっているが、その時点で喫茶

店は移転していた。

オ　夜間に自宅近くの店舗で酒類の謝礼品を購入し、いったん自宅に持ち帰り翌

日協力者に渡している。同じ協力者にあまりにも頻繁に渡している。

　この高知県監査委員の指摘は、高知県警では、平成１３年度以降も裏金づくりが

続いており、新しく導入された「捜査諸雑費」も現場で適正に執行されていなかった

疑いがあることを示している。

　道警が平成１３年以降の組織的裏金づくりを否定した理由は明確だ。

　その１つは、平成１２年７月の警察刷新会議の「警察刷新に関する緊急提言」に

反するからだ。

　もう一つは、「捜査諸雑費制度」導入後にも裏金づくりが続いていたとなると、上

層部の刑事責任を追及される可能性がある、つまり、上層部に詐欺、横領等の犯

意が認定される可能性がることになる。

　　　　　　　　

５　捜査員、その関係者及び捜査協力者について

　被告道警は、捜査員、その他関係者及び捜査協力者が公とされた場合の影響に

ついての証人原田の指摘は、捜査の常道はもとより、世間の一般常識にも著しく反

する、極めて非常識な主張だとしている。

　それに対して、証人原田は次のように反論する。

　警察官の仕事が、法の執行という強制力をともなう特殊なものであることから他

の公務員の仕事に比べて、相手からの反感を買い報復を受ける可能性に関する

蓋然性が高いとは言えるかもしれない。



　だからといって、警察官の氏名等を完全に秘匿することは事実上不可能である。

現場の警察官は、顔を晒して仕事をしているし、相手方に名刺を渡して仕事をする

ことも多い。

　会計書類の警察官の氏名等を非開示にすることをもって、警察官への報復を防

ぐことはできない。しかも、実際に報復が行われたことはほとんどない。

　被告道警が、玄蕃の警察官の氏名等を隠す本当の理由は別にある。

　道警が情報開示請求に対して、警察官の、特に、警部補以下の警察官の氏名、

住所などを非開示とする理由は、その警察官に対して報道機関等の直接取材など

が行われて、内部情報が漏洩することを恐れているからである。特に、会計書類に

関しては、警察官の氏名等を知られることによって、裏金　システムの実態が明ら

かになることを恐れているのである。

　これらは、道警の裏金問題を取材した道新取材班が伝えた記事に、多くの現場

の警察官が、匿名ながら裏金の存在を証言していることからも明らかである。

　警部補以下の警察官の氏名等を秘匿する真の理由はここにある。

（１）道内には数多くの警察官の集合公宅が存在する。例えば、札幌市南区地下鉄

真駒内駅前には２棟の集合公宅があるが、その壁には「ＫＪ」とか「ＫＵ」と表示され

ている。これは警察官の集合公宅であることを示したものだ。入り口内部には郵便

受けがあり、そこには入居する警察官の氏名や苗字が書かれている。各戸の入り

口付近には表札も掲げられている。現場の警察官は、自分の氏名等が明らかにな

ることを恐れてはいない。多くの警察官は自らの仕事に多少の危険性が伴うことは

覚悟して警察官になっている。

　警察における警察官の氏名等を秘匿の実態はこの程度のもので、会計書類に書

かれている警察官の氏名等の非開示は、まさに、頭隠して尻隠さず、というもので

ある。

（２）平成１５年１１月に発覚した旭川中央署の裏金疑惑の住民監査請求に関し、道

警は守秘義務のある監査委員の捜査員からの事情聴取の要請を拒否した。また、

宮城県警の捜査報償費情報開示請求訴訟で、平成１５年１月１６日、被告の宮城

県知事が県警本部長に文書で捜査員から直接話しを聞きたいと申し入れたが県

警本部長は「捜査員からの聴取はさせられない。副署長なら結構です」と回答した。

　被告は、警察官の氏名を公表できない理由を警察官に危害が及ぶとしているが、

監査委員や知事に対してはそうした理由がないにも拘わらず拒否している事実は、

捜査員から警察の裏金づくりの事実が発覚することを恐れたからである。

（３）証人原田に対して、被告人代理人が店舗名がマスキングされた「領収書」を示

し、記載されている店舗の名前が 100%と存在しないと断言できるか」と質問し、原

田が「断言できない」と答えている。成１６年１２月２日の道監査委員の「特別監査

結果報告」でも捜査報償費に係る捜査協力者に対する関係人調査を実施すると考



え道警に要請したが協力が得られず、執行の事実を十分に検証できなかった」とし

ている。原田に対するこの質問は、監査委員が述べているように、証人原田が確

認できない状況下で、その店舗が実在するかどうかを問うこと自体無理難題という

べきである。被告代理人のこの質問は、逆に監査委員の監査結果自体が如何に

不十分なものであったことを立証したに等しい。

　さらに、「仮に銃器捜査の打ち合わせや協力者との待ち合せに使用されている喫

茶 店であった場合に、それが、絶対に実在しないと断言できるか」と質問し、証人

原田に「出来ませんね」と答えさせている。捜査員が銃器捜査の打ち合わせに人目

につく喫茶店で行うこと自体不自然であるし、実在するかどうかを答えることが不可

能な証人原田が出来ないと答えるのは当然である。さらに、被告代理人は、それら

を前提に「その店舗名が開示されれば、風評被害を受けるのではないか」と質問し

ているが、善良な飲食店経営者が「暴力追放の店」とか「機動捜査隊立寄所」「警

察官立寄所」といった表示を掲げていることからも明らかなように、警察官が利用し

ていることが知られると風評被害に遭うというのはこじつけの論理の飛躍である。

証人原田が「いや、まあ、そういうことですね・・・」と言葉を濁すのは当然である。 



２１．６．２４（水）

道警銃対課情報開示請求訴訟　第９回口頭弁論

銃対課でも裏金づくり、元弟子屈警察署次長が証言

　平成２１年６月２３日　午後２時から札幌地方裁判所民事第２部８０５号法廷で、

公文書一部非開示決定処分取消請求事件の第９回の口頭弁論が開かれた。

　裁判長席には、松浦徳宏裁判官が着席。

　原告席は原告の市川弁護士のみ、被告の道警側は代理人斎藤隆広弁護士のほ

か道警本部警務部監察官室の訟務担当幹部等３名。

　傍聴席は、記者１名、道警の現職警察官７名など約１５人。

　この事件は平成１９年９月４日、市川守弘弁護士が北海道警察本部長を相手

取って、道警生活安全部銃器対策課（以下「銃対課」）の捜査費等の会計書類の情

報開示請求について、道警本部長が銃対課の捜査員や捜査協力者の氏名等を一

部非開示処分にしたことに対して、その取消しを求めて提起したものである。

　この日の口頭弁論には、平成１６年３月、道警の裏金問題を内部告発した元弟子

屈警察署次長の齋藤邦雄（「市民の目フォーラム北海道」事務局スタッフ）が証言

台に立った。

　なお、法廷に提出した同人の陳述書（要旨）は、ＰＤＦを参照されたい。

　最初に原告の市川弁護士の質問に対して、斎藤証人は道警勤務時代に体験し

たニセ領収書つくり方、全ての協力者は架空であったなどと裏金づくりの実態を詳

しく説明し、道警銃器対策課でも裏金づくりが行われていたことは間違いないと証

言したほか、公文書に「適正執行分」と「不適正執行分」が混在することはあり得な

い、また、捜査が終わってから会計書類に記載された警察官の氏名等が公表され

たからといって、その警察官に危害が加えられる恐れがあるとは言えないと証言し

た（午後２時４３分終了）。

　次ぎに、斎藤弁護士が反対尋問を行った。

　斎藤弁護士は斎藤証人に対して、証人は銃器対策課に勤務した経験がないのに

どうして銃器対策課で裏金づくりが行われたと言えるのかなどと質問したほか、マ

スキングされた会計書類を示しながら、これが虚偽の記載かどうか分かるのかと質

問、これに対して斎藤証人は斎藤弁護士に「そんな質問はないですよ。あなたは判

断できるのか」と逆質問する場面もあった。

　また、斎藤証人は道警の裏金が発覚した当時（平成１５年１１月）も道警では裏金

づくりが行われていると現職警察官から情報提供があったと証言した（午後３時５４

分終了）。

　なお、証言の詳細は、尋問調書で明らかにする。

　次回は、平成２１年９月９日　午前１０時から７０１号法廷で開かれる。 

http://www.geocities.jp/shimin_me/21.6.24.pdf


２１．１１．２７（金）　道警銃対課情報開示請求訴訟　弁論準備

　　　　　　　　　　　　　元道警銃器対策課長等の証人申請を却下

　道警銃対課情報開示請求訴訟は、１１月６日付けで裁判所による主張整理が双

方に示されたものの、実質的な審理が行われないままに推移していたところ、平成

２１年１１月２５日午前１１時３０分から、札幌地裁で弁論準備が非公開で行われた。

　本日の弁論準備では、裁判所が原告の市川弁護士が申出た道警元銃器対策課

長岩崎弘、同野田敏夫のほか銃器対策課稲葉圭昭元警部補の３人の証人申請を

却下したことから、平成２２年２月９日に結審することになった。

　このペースで進むと判決は来春ということになる。 


